
第２期ロジスティクス環境会議 

グリーンサプライチェーン推進委員会 第４回取引条件分科会 

 
   2007 年５月 18 日(金) 15:00～17:00 

三田ＮＮホール スペースＡ 
 
 

次     第 
 
 
１．開 会 

 

 

２．報 告 

１）第４回委員会以降の経過について 

 

２）第２回本会議での報告内容について 

 

 

３．議 事 

 １）ヒアリング結果報告 

 （１）物流事業者Ｗ 

 

 （２）協同組合Ｋ 

 

 ２）2007年度活動内容の検討 

 

 ３）その他 

  
４．閉 会 

 

 

【配布資料】 

資料１－１  ：第４回委員会以降の経過について 

資料１－２  ：研究会、委員会の活動方針、2006年度活動内容及び2007年度活動計画（案） 

      （第２回本会議 配布資料） 

 資料２－１  ：共同配送実施企業等ヒアリング結果 

 資料２－２  ：物流事業者Ｗ ヒアリング結果 

 資料２－３  ：協同組合Ｋ ヒアリング結果 

  資料２－４  ：協同組合ヒアリング（電話）結果 

 資料２－５  ：ヒアリングからの考察 

 資料３    ：2007年度活動内容の方向性（案） 

 資料４    ：グリーンサプライチェーン推進委員会 2007年度スケジュール（案） 

 参考資料１－１：共同化の分類（第４回委員会 資料４） 

 参考資料１－２：共同化推進プロセス（第４回委員会 資料５＋コメント） 

 参考資料１－３：共同化推進パターン概念図 

 参考資料２  ：プラネット物流パンフレット 

参考資料３－１：カゴメ 環境報告書（抜粋） 

 参考資料３－２：日清オイリオ 環境報告書（抜粋） 

 参考資料３－３：ミツカン 環境報告書（抜粋） 
参考資料４  ：第４回グリーンサプライチェーン推進委員会 議事録 

以 上 



 

取引条件分科会 第４回委員会以降の経過について 

 
１．第４回委員会での議事内容と決定事項（確認） 

 １）主な議事内容 

（１）アウトプットの方向性の確認 

   当分科会では、多頻度小口配送削減の一方策と考えられる共同配送推進のためのガイドを

作成する。 

 

（２）共同物流に関する過去文献のレビュー 

   共同物流の成功ポイント、共同化の分類及び共同物流推進プロセスに関する過去文献等の

レビューを実施 

⇒参考資料１－１、１－２参照 

 

（３）検討結果の整理 

・ガイドの主な読者（利用者）はチェーン化されていない小規模発着荷主を対象とする。 

・共同化をリードする主体は画一とせず、計画の策定段階（ステップ）に応じて決める。 

・地域及び共同化のパターンにおいては、参考資料１－１にあるパターンを何種類か複合させ

る。 

 
２．第４回委員会以降 

 １）第２回本会議 
３月 15 日（木）に第２回本会議を開催し、当分科会の 2006 年度活動内容、及び 2007 年度活動

計画（案）を審議、承認  ⇒資料１－２参照 
 
 ２）幹事会の開催 
   ３月 1 日（木）に第１回幹事会開催し、（今後の活動内容の方向性を決める意味合いも込めて）

共同配送実施主体へのヒアリング実施決定 
 
３）ヒアリング実施 ⇒ 本日の議事 

  （１）物流事業者主導型 
     物流事業者Ｗ（４月５日（木）） 
  （２）荷主主導型（協同組合型） 
     協同組合Ｋ（４月 11 日（水）） 
  （３）その他 
     協同組合に関して、電話によりヒアリング実施 

以 上 

資料１－１

2007.5.18 



1 

第２期ロジスティクス環境会議 研究会、委員会の活動方針、2006 年度活動内容及び 2007 年度活動計画（案）について 

 

 

研究会/委員会 活動方針 2006 年度活動内容 2007 年度活動計画（案） 

グリーン物流 

研究会 

（登録人数：90 名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境負荷を軽減する活動を推進す

るため、改善施策の事例等の情報収

集や現場視察を通じて、実践的な改

善施策を研究する。 

１．研究会（講演会形式）  

１）第１回研究会 テーマ「ロジスティクスと環境」 

２）第２回研究会 テーマ「改正省エネ法（荷主対応）」  

３）第３回研究会 テーマ「鉄道へのモーダルシフト」 

４）第４回研究会 テーマ「共同物流」 

２．施設見学会 

１）第５回研究会 「㈱ブリヂストン 東京工場見学」 

３．その他 

１）アンケートの実施（メンバー登録時、各会合終了時、及び 2006 年度（第１回～第４回）の

全体評価）の計６回実施 

２）ブログの開設（ＵＲＬ：http://plaza.rakuten.co.jp/greenlogistics/） 

＜アウトプット＞ 

『2006 年度 グリーン物流研究会 活動報告書』 

・第１回から第５回の研究会の発表内容等のサマリー及び配布資料を掲載 

１．研究会及び施設見学会の実施（８回） 

１）研究会・・・６回 

２）施設見学会・・・２回 

 

＜アウトプット＞ 

『2007 年度 グリーン物流研究会 活動報告書』（仮称）の作成（2007 年度）

・ 各会合の発表内容等サマリー 

・ 配布資料 

 

ＣＯ２削減 

推進委員会 

（登録人数：57 名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各企業のＣＯ２削減を推進する

ため、改正省エネルギー法等の関連

法制度への対応も踏まえ、荷主企業

と物流企業とのパートナーシップに

よる継続的な改善活動を推進するう

えでの問題点、課題を整理し、解決

策を検討する。 

さらに必要に応じて企業、行政、

団体等の関係者への提言を行う。 

１．「改正省エネ法」への対応 

１）改正省エネ法におけるエネルギー使用量算定等に関する取組状況及び問題、課題の収集 

２）荷主及び輸送事業者が、ＣＯ２排出量削減のための施策立案等のヒントとなる情報収集 

 ⇒委員会メンバーを対象としたアンケート調査を実施し、荷主・子会社 21 社から 52 事例、

輸送事業者８社から 20 事例を収集。 

 

＜アウトプット＞ 

『改正省エネ法対応ヒント集 ver.1』（2006 年度） 

１）省エネ法の概要の紹介 

２）荷主のエネルギー使用量の算定等に関する取組の際のヒントの掲載 

 ＊特定荷主該当有無に係らず、改正省エネ法に準拠して算定を実施したい荷主や、荷主から

のデータ提供要請への対応方策を検討したい輸送事業者のための参考となる情報を掲載 

３）輸送に係るエネルギー使用量削減のための留意ポイントの紹介 

 ＊１輸送区間（もしくは１運行）におけるＣＯ２排出量削減のために必要となる視点を整理

１．改正省エネ法対応 

１）定期報告書、計画書作成及び提出等も踏まえ、問題、課題を収集、整

理し、行政へ提言を行う。 

 

２．パートナーシップによる改善活動の推進 

１）削減のための留意ポイントの因果関係等の整理 

２）その他 

 

＜アウトプット案＞ 

『荷主と物流事業者の連携による改善活動の推進ガイドライン』（仮称）

（2007 年度） 

資料１－２

2007.5.18
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研究会/委員会 活動方針 2006 年度活動内容 2007 年度活動計画（案） 

１．物流における環境負荷低減のための取引条件改善方策の検討 

１）既存調査資料のレビュー 

・第１期省資源ロジスティクス推進委員会 調査報告書（2005 年度） 

・「商慣行の改善と物流効率化に関する基礎調査」（2003 年度～） 

⇒「多頻度小口配送」に焦点を絞って検討をすすめることとする。 

２）多頻度小口配送に関する各主体の捉え方の整理 

 ・分科会メンバーを対象にアンケートを実施し、各主体の捉え方の把握 

 ・加工食品に関しては、第１期ヒアリング結果を加味して、整理 

３）アウトプットの方向性検討 

⇒多頻度小口配送削減の一方策と考えられる共同配送推進のためのガイドの作成を行う。 

４）共同化推進プロセスの整理 

 ・既存の共同化推進マニュアルをレビューし、共同化推進プロセスとともに共同化の成功要

因等を整理 

１．物流における環境負荷低減のための取引条件改善方策の検討 

１）ヒアリング調査等により、実態把握及び課題抽出 

２）上記を踏まえ、実効性及び汎用性が伴う共同化推進プロセスの整理 

  （従来の評価項目に加え、環境の評価項目を加えた形の整理） 

 

３）行政等への提言 

 

＜アウトプット案＞ 

『多頻度小口配送削減による環境にやさしい共同配送推進ガイド』（仮称）（2007

年度） 

グリーン 

サプライチェーン推

進委員会 

（登録人数：32 名） 

 

 

製品の企画、設計等の源流段階か

ら調達、生産、販売、回収等の物流

プロセスの環境負荷を低減するた

め、荷主企業と物流企業間で問題、

課題を共有し、解決の方向性、方策

を検討する。 

さらに必要に応じて企業、行政、

団体等の関係者への提言を行う。 

２．源流管理 

１）第１期活動のレビュー 

・「ロジスティクス源流管理マニュアル（Ver.1）」及び「ロジスティクス源流管理マニュア

ル（Ver.2） ～モーダルシフトチェックシート・資料集～」のレビュー 

２）源流管理として捉える範囲等の整理 

・環境会議として捉えてきた源流管理の定義の確認 

 ① 物流部門そのものが環境負荷発生源であるという認識のもと、管理を行うこと。 

  ② 物流、ロジスティクス分野の環境負荷低減のため、上流部門（企画、設計等）、関連部

門等（営業部門等）から管理を行うこと。 

  （→物流、ロジスティクス部門（物流事業者）が上流部門、関連部門等へ積極的に要請、

提案すること） 

・源流管理の視点として必要な項目について、分科会メンバーへアンケート調査 

３）アウトプットの方向性、ねらい等の確認 

  ⇒源流管理全般にわたるチェック項目の策定 

４）チェック項目の検討 

 ・ＬＥＭＳチェックリスト＊を叩き台に検討を進める。 

２．源流管理 

１）チェック項目の検討 

 ２）評価基準の検討 

 ３）チェック項目に関係する参考となる情報の収集及び掲載 

 

＜アウトプット案＞ 

『グリーンロジスティクス推進チェックシート』（仮称）（2007 年度） 

 

 

＊ ＬＥＭＳチェックリスト･･･ロジスティクス分野における環境負荷低減活動に取組む企業を増やすことを目的に、企業が当該活動を進めるためのガイドラインとして 2001 年に作成したもの。2003 年度に１度改訂がなされ、現在 111 項目 
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共同配送実施企業等ヒアリング結果 

ヒアリング先 物流事業者Ｗ 協同組合Ｋ 

分類 物流事業者主導型 荷主主導型＊（協同組合型） 

共配開始時期 1973 年 2003 年 

共配エリア 

 

 

北陸３県  

（＊中部でも拠点を設置し、共同配送実施中。以下、北陸部分のみ

記載） 

姫路県内 

対象カテゴリー 食品（一部日雑） 食品（一部非食品） ＊お茶、おふ等 

数 139 社＊ 

 常温 チルド 計 

ＴＣ 80 社 40 社 120 社 食品 

ＤＣ ６社 ６社 12 社 

非食品 ＴＣ ７社  ７社 

計 93 社 46 社 139 社 

＊重複有 

８社（組合員としては 36 社） 

（内訳：食品７社/非食品１社） 

すべてＴＣ 

発荷主 

 

 

 

 

 

 

 

 
所在地 

 

中部（５６％）、関西（３６％）、関東（５％）、北陸（３％） 

＊当初から中部、関西、関東荷主を対象としていたため、地元割合

はわずか。 

姫路市内（姫路市外の組合員もあるが、現在の共配参加企業は

姫路市内のみ） 

配送先数 

 

 

 

 

3,284 件（2006 年度実績） 

１日あたり 300 件 

＊配送頻度 90％以上（100 日のうち 90 日配送）29 件 

＊配送頻度 10％以下のところで件数比率 82.8％を占める。 

＊エリアの食品卸は 100％カバー 

不明 

＊量販店の店舗及びパパママストア向け配送 

着荷主 

 

着 と の 調

整有無 

なし 

（ただし、着側の条件はＷ側ですべて知っている） 

なし 

資料２－１ 

2007.5.18 
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ヒアリング先 物流事業者Ｗ 協同組合Ｋ 

 時間指定 

 

午前中指定が全体の８割。最近では、大手卸を中心に、11 時までの

配送完了要求がある。 

大型量販店店舗にはＡＭ10 時着。 

パパママストアはその日中着でＯＫ 

共配実績 

 

ドライ品で 200 トン/日 （2006 年度実績） 

（飲料等 167 トン/日） 

1,009,410 円/月 （2005 年度実績） 

＊ただし、2005 年度時点での共配参加企業数は不明 

荷物の流れ 荷主より集荷→共配基地へ入荷、方面別得意先別へ仕分け→配送 荷主より輸送事業者Ｓ社が集荷→輸送事業者Ｓ社の物流セン

ターへ入荷、方面別得意先別仕分→配送 

集荷方法 Ｗが集荷（持ち込みも可） Ｓ社が集荷（持込不可） 

共配参加条件 なし 組合への加入（出資金 10,000 円/月会費 3,000 円） 

共配からの離脱の有

無 

なし 

（倉庫移転に伴う関係で１社離脱したのみ） 

あり 

（他輸送事業者の運賃が安い場合は、共配を離脱するケース

有。） 

環境側面の効果検証 実施していない 実施していない 

共配参加荷主を増や

すための方策 

・特に行っていなかったが、1985 年ごろから、配送先である着荷主

の紹介で参加いただける荷主が増えてきた。 

・当初は食品メーカーのみであったが、姫路商工会議所への働

きかけにより、食品メーカー以外も参加 

共配実施にあたって

苦労（工夫）している

点 

 

・物流品質を高めるために配送は自社もしくは自社関係会社を必ず

使用 

・物量には波動が出るため、共配以外の事業も共配と同じ割合で実

施。 

・主として自家物流実施の中小零細発荷主を対象としているた

め、実際の物流費が把握できず、共配のメリットを理解しても

らえないケースが多い。 

課題 

 

 

 

 

・現状の共同配送は完成形（という認識）。 

・グリーン物流パートナーシップ 事業提案 

  

・共配参加企業を増やす 

 （自営転換によるコスト削減につながるという意識をもって

もらえない） 

・県外（東京、名古屋、大阪）への共同配送の検討 

・伝票の標準化（荷主側の問題があり難しい） 

以 上 



2007 年４月 17 日 

協同組合ヒアリング（電話）結果 

No 組合名 種別 ヒアリング結果 
１ Ａ 卸団体 

 
 

電話応対者：専務理事 
・組合事業としての共同配送は全体の１割にも満たない。10 年ぐらい前は、荷

量はあったが、組合員外の運送事業者とのコスト競争に勝てず、荷量は減少。

またその減少により効率化が阻害され、コストアップになる等悪循環。 
・街中の小規模小売店への配送については、荷量が少ないため、組合員が宅配

等を利用。 
・組合の共同配送事業とは別に、組合員の事業として、スーパー（○○○○）

のセンター業務を受注し、当組合の共同物流センターを使用している。 
２ Ｂ 

 
卸団体 電話応対者：（共同物流を受託しているＤ社の担当者） 

・昨今の不景気による組合員の倒産、規模の大きい組合員の離脱（自社で物流

を行う）、他の運送事業者との競争等により、荷量が減少。当社の共同配送での

収支は赤字。 
・荷量の減少に伴い、配送コースも減少。 

３ 
 
 
 

Ｃ その他 
（異業種） 
 

電話応対者：協同組合担当者 
・組合として共同配送を実施しているわけではなく、組合員である運送事業者

が、組合員に対して特別料金によって積み合わせで輸送しているのが現状 
・上記運送事業者を必ずしも利用しなければならないというわけではない。 

以 上 

資料２－４ 

2007.5.18 
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ヒアリングからの考察 

 

１．共同化が進む要因、進まない要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（成功イメージ）  

・ヒアリングでは、コスト（料金）の話は出てこなかったが、失敗プロセスと対比すると推進要因の

１つになるのではないか。 

・着側からの紹介は共同化促進につながる。（着側にすれば、自ら主導せず（≒労力がかからず）納

入車両減によるメリットの享受） 

・波動への対応 

・設備増強方法（荷量にあわせて設備を増強） 

・従業員教育 

・配送先の密度が薄く、広範囲にわたっている地域は共同化がしやすい？（北陸、山陰等） 

 

（失敗イメージ）  

・もともと自社輸送でメリットが出ない部分を共同でまとめていることから、共配を実施しても効率

共配料金＞ 
他輸送事業者利用料金 

荷量減による 
共配事業者コスト増 

共同配送から脱退 
（荷量減） 

共同配送失敗要因図（イメージ） 

着側の評価 

共同配送への参加 
（荷量増） 

荷量増による 
共配事業者コスト減 

共配料金＜ 
他輸送事業者利用料

共同配送成功要因図（イメージ） 

共同配送実施 

資料２－５ 

2007.5.18 
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化につながらず（あまり料金が下がらず？）、他輸送事業者との競争に勝てない。 

・逆に言うと、コストのみの評価軸では共同化は進まない？ 

 ・設備と荷量のバランスが悪い（①資産が重荷、②荷量の処理ができない） 

  

２．エリア 

・エリアを限定することによる効率化 

・Ｗへの地元メーカーの共配参加は３％（もともと対象としていない） 

 

３．環境側面の評価 

・実施していない  

（cf  プラネット物流（参考資料２）、Ｓ研（参考資料３－１、３－２、３－３）） 

 

４．その他 

 ・リーダーの重要性 

  

 以 上 

 



取引条件分科会 2007 年度活動内容の方向性（素案） 

 

 

１．共同配送による環境負荷低減効果の定量的評価 

  ・１社単独での配送と共同配送実施による効果の検証は出来ないか 

   ＊実施の場合は、トンキロ法での比較 

 

２．共同化促進のための環境づくりの整理（対行政への提言内容の整理） 

・共同化率（仮称）といった指標の省エネ法への記載 

・インセンティブ？（⇔エコレールマーク） 

・共同化実施主体に対する評価 

 

３．エリア共同配送推進 

  ・今回のヒアリング結果を材料にあるべき姿としてエリア共同配送展開 

   ⇔独占禁止法の関係 

  ・ＷとＫの中間規模のヒアリング実施？ 

 

４．その他 

  ・高齢化社会へ対応する個別宅配時の共同化システム構築の必要性の提案 

 

（検討事項） 

・ 活動項目として上記項目でよいか。 

・ １や３で協力いただける企業（含む関係会社や取引先）を紹介いただけるか。 

・ 参考資料１－２を、３．にあわせた形で入れ込むか、別立てで汎用的なものとして入れ込むか。 

 

以 上 

資料３ 

2007.5.18 



  

第２期ロジスティクス環境会議 

グリーンサプライチェーン推進委員会 2007年度活動スケジュール（案） 

 

１．委員会開催 

 開催日時 内容 

第５回 2007年６月 日（ ） 

14：00－17：00 

 

 

第６回 

 

2007年７月 日（ ） 

14：00－17：00 

 

 

 

第７回 

 

2007年９月 日（ ） 

14：00－17：00 

 

 

第８回 

 

2007年10月  日 

 

 

 

第９回 

 

2007年12月  日 

 

 

・成果物案取りまとめ 

 

２．「取引条件」分科会開催 

 開催日時 内容 

第４回 2007年５月18日（金） 

15：00－17：00 

・ヒアリング結果報告 

・活動の方向性検討 

第５回 2007年６月 日（ ） 

14：00－17：00 

 

第６回 2007年７月 日  

第７回 2007年９月 日  

第８回 2007年10月 日  

第９回 2007年12月 日  

 

 

３．「源流管理」分科会開催 

 開催日時 内容 

第４回 2007年４月12日（木） 

16：00－18：00 

・チェックリスト項目検討 

第５回 2007年５月17日（木） 

16：00－18：00 

・チェックリスト項目検討 

第６回 2007年６月 日（ ） 

14：00－17：00 

 

第７回 2007年７月 日  

第８回 2007年９月 日  

第９回 2007年10月 日  

第10回 2007年12月 日  

＊原則として、委員会と同時開催とするが、日程調整できなかった場合や、別途検討が必要な場合は、適

宜分科会のみの開催を行う。 

以 上 

資料４ 
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共同化の分類 

 

１．配送距離（配送エリア）による分類 

・地域間共配･･･地域間輸送をイメージ。一般的には、メーカーから卸（図表１－１参照） 
・都市内共配･･･都市内配送をイメージ。一般的には、卸から小売（図表１－２参照） 

図表１－１ 地域間共配のイメージ 

 
出典：「同業種共同配送システムの推進に関する調査報告書」P５ 

 
図表１－２ 都市内共同配送のイメージ 

 
出典：「同業種共同配送システムの推進に関する調査報告書」P６ 

参考資料１－１

2007.5.18 
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２．輸配送方法に着目した分類 

  ・共同配送センター設置型 
   地域間共配及び都市内共同配送いずれでも見ることができるパターン（図表２－１参照） 
  ・共同配送センター非設置・巡回型 
   都市内共配のパターンが多い。投資負担を抑えることができる。（図表２－２参照） 
  ・帰り荷確保型 
   長距離輸送に用いられ、地域共配型のパターンを取るケースが多い。（図表２－３参照） 
 

図表２－１ 共同配送センター設置型 

   
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「同業種共同配送システムの推進に関する調査報告書」P８ 
    

    図表２－２ 共同配送センター非設置・巡回型 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「同業種共同配送システムの推進に関する調査報告書」P８ 
 
 

図表２－３ 帰り荷確保型のイメージ 

 
 
 
 

出典：「同業種共同配送システムの推進に関する調査報告書」P９ 
 

発荷主 A 

発荷主 B 

発荷主 C 

共同配送センター 

着荷主γ 

着荷主α 

着荷主β 

発荷主 A 

発荷主 B 

発荷主 C 

着荷主γ 

着荷主β 

着荷主α 

集荷 配送 

ル
ー
ト
集
荷 

ル
ー
ト
配
送 

地域 a 地域 b 
A 社の貨物を輸送 

B 社の貨物を輸送 
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３．主体等に着目した分類 

 発荷主（９） 物流業（６） 着荷主（５） 地域主導（１）

都市内 

（５） 

・ニチレイロジグルー

プ 

（デパ地下共同配送） 

・コラボデリバリー 

（大型ビル内共同配送） 

・三越 

（指定納品制度） 

・イトーヨーカ堂 

（店舗への共同配送） 

・元町商店会 

（元町共同配送）

地域内 

（10） 

・菓子業界 

・S 研（カゴメ・ミツ

カングループ・日清オ

イリオグループ）（P12） 

・カメラ業界（P32,33） 

・東芝、ソニー 

・日本通運 

（新潟県内共同配送） 

・川崎陸送（P13） 

（九州地区） 

・プラネット物流 

・日産自動車 

・大和物流 

・イオン 

（ミルクラン） 

 

 

幹線 

（６） 

・コマツ（P35） 

（重量貨物共同輸送

（帰り荷確保）） 

・ダイハツ（P37） 

（商用車共同輸送） 

・三菱化学物流（P41） 

（化学品共同輸送（帰

り荷確保）） 

 

 

 

 

・日立物流（P27） 

（電機製品の共同輸送） 

  

凡例 下  線(8)･･･第１期ロジスティクス環境会議 省資源ロジスティクス事例集より 

（右側は掲載ページ） 

   二重下線(3)･･･第４回グリーン物流パートナーシップ会議配布資料より 

   その他(10)･･･環境報告書、グリーン物流研究会発表資料、 

グリーンサプライチェーン推進委員会 勉強会等より 

   括弧内の数字は事例数を意味する。 

以 上 

ハウス食品・ヤマト運輸 
鉄道コンテナ共同化（往復）（P21） 
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共同物流推進プロセス（修正案） 

 

ガイドの狙いに、実効性のある（実現可能性の高い）ものとすることを明記する。 

本ガイドが対象とする範囲を図示する。色々なチャネルの中で、本ガイドは○○を対象としていること

を示す図（昨年度の輸送区間図に対象区間を強調するような感じ）。 

 

 

１．自社の物流の課題を整理 

 １）物流量及び物流コストの把握 

   ①物流コストの大枠をつかむ 

   ②損益計算書から物流コストをつかむ 

   ③物流コストのチェック 

 ２）物流共同化メリットの整理 

   自社が直面している物流面の問題点を洗い出し、共同化によって解決できるかどうか確認 

 ←中小企業/事業者を想定すると、これがそもそも難しいのではないか？との意見多数。 

  共同化をしようと言う環境づくりが重要。 

  自ら発案する可能性は低いので、他社から働きかける。 

   物流事業者から？ 

    物流事業者から荷主に働きかけるのは難しいので、まずは、大手の発着両荷主から物流事業者

に対して、中小企業/事業者を対象とした共同化提案（宣言？）のようなものを出したらどうか？ 

 

 

２．検討準備←これらのステップに応じて、共同化をリードする主体が替わっていって良いのではない

か？例えば、本ステップは物流事業者。 

１）対象分野とパートナー候補の抽出 

①物流コストの対売上高比率が相対的に高く、②出荷量のばらつきが小さいなどの選定条件等をも

とに、対象商品・対象地域をリストアップし、その中からパートナーを抽出 

 

←・荷主の輸配送先又はその近接する場所に、同じ商品を輸送効率が低いまま輸配送している発荷主

・着荷主から荷受け負担の軽減の要望を受けている発荷主 

・環境問題に対する問題意識が高い発荷主 

 

 ２）参加事業者の選定 

   ①参加荷主の選定 

    業界団体の勉強会のメンバーや同じ産業団地内に入居している事業者など、何らかの接点があ

る事業者にコンタクトをとる 

    物流共同化事業の対象地域に納品先を抱えているか、同分野への物流の非効率性が問題になっ

ていないか調べ、該当すれば打診 

   ←非組織系のパパママストアがイメージ。小売店と飲食店に大別されるが、より難しいのは飲食

店。 

参考資料１－２
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小売店は大手の卸が１社で配送している可能性大。一方、飲食店は素材に応じた複数の卸が複数

のトラックで配送しているのではないか？ 

実態を知りたい 

CVS のセンターは１箇所で 100 店舗前後をカバー。配送区域の面積は概ね山手線の内側くらい。 

（ちなみに、IY のセンターは 1箇所で 50 店舗前後） 

   ②物流事業者の選定←２．のステップを物流事業者にした場合、この記述は削除。 

    （選定方法） 

・ これまで取引してきた物流事業者の中から選ぶ 

・ 業界紙などの情報から、物流共同化事業の取組経験がある物流事業者を選ぶ 

・ ホームページなどで物流事業者の募集記事を掲載し、公募する 

提案コンペなどで選ぶ方法が効果的 

  

   ③推進体制を組織する 

    勉強会を設定し、そこで行うことが一般的 

・ 経営トップの参画 

・ 物流共同化への理解を深めるところからはじめる。 

 

←検討協議会の組織 

 基本委員会･･･検討協議会の 高意思決定機関（参加事業者の経営トップ層） 

 検討委員会･･･具体的な検討機関 

 

３．物流共同化事業に必要な各種システムを設計する 

  １）参加事業者の物流の現状分析 

    １．を参照 

  ２）物流共同化事業の目的の明確化 

    物流共同化事業の目的の明確化による、参加事業者の意思統一 ⇒環境負荷低減を含める 

     

    ←基本理念についての合意 

     基本理念･･･参加事業者間の共通認識を示したもので、いわば「憲法」に相当するもの 

    ←参加事業者間の意思統一 

     ・参加ルール 

      （参加・脱退条件） 

 ・運営ルール 

 ・検討スケジュール 

 ・情報取扱ルール 

   

  ３）輸配送システムの設計←共同化のパターン（センター設置型/非設置型、etc）はビジネスモデ

ルに大きな影響を与える。参加事業者のタイプやアセットの有無などの前提条件の設定は慎重に。 

輸配送方式は混合型（参考資料１－１の図表２－１から２－３の混合）になるのではないか？ 

    ①輸配送ルート 

    ②輸配送スケジュール 

     各参加事業者の納品先ごとに出荷頻度が異なる→統一が必要 
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    ③輸配送車両 

    ④輸配送方法 

     パレット単位、バラ単位/鮮度管理の有無等 

  ４）情報システムの設計 

    ①情報システム化の目的の検討 

    ②情報システム化の対象業務の検討 

    ③情報システムのフレームワークの検討 

  ５）共同物流センターの設計 

    ①共同物流センター建設候補地の検討 

    ②共同物流センターの機能の検討 

     TC、DC 

←（②と③の間に）保管仕分け方法の検討 

③物流システム機器の検討 

 

←６）システムの投資効果分析  ⇒環境負荷低減効果も記載 

①投資額 

②期待効果 

③投資効果の評価 

 

４．基本的なルールを策定する 

  １）定時配送ルールの徹底←発荷主がリード 

    集配送時刻等の定時化が不可欠。イレギュラーなケースに対しては、別途対策が必要 

  ２）荷姿、パレット規格等の標準化 

    効率的な運用を実施するため、荷姿、パレット規格、EDI フォーマット等の標準化 

  ３）運賃料金の決定 

    事業者間の公平性を維持する運賃料金の設定。 

・ メリット均一配分方式  

・ 統一運賃料金方式 

  ４）その他 

    ①納品先との協議・調整←着荷主、物流事業者がリード 

     定時配送ルールの徹底のために、納品先とも十分協議し、イレギュラーな時間指定納品や緊

急出荷等の個別対応を避ける。 

    ②既存の取引事業者との協議・調整 

     共同化後取引が大幅に減少してしまう事業者との十分な協議・調整 

 

  ５）実施準備作業におけるシナリオの検討 

    ①運送契約等 

    ②運営体制の整備 

    ③システムの構築・テスト 

  ６）実施計画（案）の策定 

 

５．実施準備作業 
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１）運送契約等の締結 

  ２）運営体制の整備 

  （ ３）事業計画等の策定） （ ４）行政手続き） （ ５）資金調達） ⇒共同組合方式の場合

  ６）システムの構築・チェック 

 

６．実施 

  ・従業員教育の徹底 

  ・関係事業者間での話し合い 

 

７．実施後作業 

  ・実施状況のチェック 

  ・実施効果の現状評価、事後評価 

  ・システムの改良 

 
中小企業向け物流共同化事業推進の手引き第２章を元に作成。枠内は、「同業種共同配送システムの推

進に関する調査報告書 マニュアル編」P72～127 より一部抜粋 
 

以 上 



共同化推進パターン概念図

大手 大手 大手

中小 中小

・発着双方での調整（もしくは着荷主主導）による共同化

【凡例】

中小

メーカー 卸 小売

・街づくり（都市内物流共同化）

・物流事業者主導による共同化

・発荷主主導による共同化

・着荷主主導による共同化

参考資料１－３
2007.5.19
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